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令和６ (２０２４ )年度町政運営方針  

 

 

 令 和 ６ 年 能 勢 町 議 会 ３ 月 定 例 会 議 の 開 会

に当たり、令和６年度の予算編成に関連して、

今 後 の 町 政 運 営 に 関 す る 所 信 の 一 端 と 施 政

の方針について申し述べ、議員各位並びに住

民 の 皆 様 の ご 理 解 と ご 協 力 を 賜 り た い と 存

じます。  

  

まず冒頭、元日に発生した「令和６年能登

半島地震」により、お亡くなりになられたお

一 人 お ひ と り の ご 冥 福 を 謹 ん で お 祈 り 申 し

上げます。  

また、被災された全ての皆様に心よりお見

舞 い 申 し 上 げ ま す と と も に 、 一 日 も 早 い 復

旧・復興をご祈念申し上げます。  
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１．はじめに   

コロナ禍が一定の落ち着きを見せ、各集落

では数年ぶりに行事が再開されるなど、よう

やくこれまでの日常が戻りつつあります。  

あらためて、地域行事や伝統の数々に触れ、

人々の躍動する姿を目にする中で、能勢町の

暮らしにある豊かさを再認識しています。  

 

能勢町に息づく人と自然、人と人のつなが

りは、温もりある地域を創る営みそのもので

あり、時代は変わっても守っていかなければ

ならないと考えています。  

 

連 綿 と 続 く 集 落 の 営 み に 裏 付 け ら れ る の

は地域力にほかならないと思っています。  

人を支え、人に支えられることで、一人ひ

とりが輝く地域社会が築かれてきたのです。 

 

今、国際社会が複合的な危機に直面する中

で、私はあらためて、この里山に受け継がれ

て き た ま ち づ く り の 理 念 を 大 切 に 考 え な け
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ればならないと思っています。  

住民相互の連帯によって、一人ひとりの尊

厳を守り、誰一人取り残すことのない地域づ

くりを生きる術として実践してきました。  

 

この理念の下に、私は「里山未来都市」を

目指していきたいと思っています。  

そして、ＳＤＧｓの実現に向けた世界の潮

流に重ね合わせると、私たちが先人から受け

継ぎ、日常の中で取り組んできた自然との共

生や包摂性のある地域づくりには、新しい未

来 を 創 る 普 遍 的 な 価 値 が あ る こ と を 確 信 し

ています。  

 

能勢町の新しい未来を切り拓
ひら

き、この町を

明日につないでいくために、守るべきはしっ

かりと守り、変えるべきは変える。  

こ の 強 い 覚 悟 と 信 念 を 持 っ て 町 政 を 力 強

く前進させる決意です。  

どうか議員各位及び住民の皆様のご理解、

ご協力を切にお願い申し上げます。  
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２．令和６ (２０２４ )年度当初予算の概要  

町 政 の 舵 取 り を お 預 か り し て か ら 早 や 七

年余りが過ぎ、２期目最後の予算編成を迎え

ます。  

まず、私の公約であり四半世紀にわたる懸

念 で あ り ま し た ダ イ オ キ シ ン 廃 棄 物 に つ い

ては、豊能町内において地元の皆様に了解い

ただき、最終処分地の選定に向けたボーリン

グ調査を実施します。  

引き続き、関係機関と緊密な連携を図り、

早期解決に向けて、鋭意、取組を進めます。 

 

さて、今任期の取組を振り返りますと、新

型 コ ロ ナ と の 戦 い に 試 行 錯 誤 を 重 ね る 日 々

が長く続きました。  

こうした中でも、公約である７つの基本プ

ロジェクトの推進を図り、あわせてＳＤＧｓ

未 来 都 市 計 画 を 策 定 す る こ と で 、 環 境 ・ 社

会・経済の持続性を柱に据え、地域資源を活
い

かしたまちづくりに全力を注いできました。 
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環境分野においては、ゼロカーボンタウン

を宣言し、地域エネルギー会社の設立や地域

と 共 生 す る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 に 向

け て 条 例 を 制 定 す る な ど 先 駆 的 な 取 組 に も

果敢に挑戦してきました。  

 

社会分野においては、健康を基盤として多

様で包摂ある地域社会の実現に向けて、「能

勢町健康長寿事業（のせけん）」の推進や住

民 の 移 動 手 段 を 確 保 す る た め に 交 通 空 白 地

の解消に取り組んできました。  

さらには、公共施設の再編整備を通じて、

地 域 の ふ れ あ い 創 出 や コ ミ ュ ニ テ ィ の 強 化

に取り組み、住民の皆様が健康で安心して暮

ら す こ と が で き る 基 盤 づ く り を 重 点 的 に 進

めました。  

また、子ども・子育て政策を町の未来を創

る核として推進し、家庭教育支援の充実や学

校給食の無償化を実現しました。  

 

経済分野においては、能勢町観光物産セン
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タ ー (道 の 駅 )の 活 性 化 と 経 営 の 安 定 化 に 取

り組むほか、既存農地の利活用により農業系

企 業 や 新 た な 産 業 用 地 を 創 出 す る 土 地 利 用

へと舵を切りました。  

 

誰もが安心して、幸せに暮らし続けること

ができる町を創る。  

この一念で、中長期を展望し、町政の発展

に全力を尽くしてきました。  

そして、これらプロジェクトの推進につい

ては、地域住民の皆様をはじめ、大学・企業

などの専門家、医療・福祉関係者など多様な

方 々 と の パ ー ト ナ ー シ ッ プ が あ っ た か ら こ

そ、事業を大きく前へ進めることができたと

考えています。  

あらためて、全ての関係者の皆様に心より

お礼を申し上げます。  

 

地 域 人 材 の 多 様 性 や パ ー ト ナ ー シ ッ プ の

力は、町を動かす原動力です。  

これからも皆様とともに、まちづくりを共
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創していくために、行政職員一人ひとりが住

民の暮らしに寄り添い、共に考え、率先して

行動できる主体であることが求められます。 

地 域 に 開 か れ た 行 政 運 営 を 一 層 推 進 す る

とともに、私自身がその先頭に立って行動す

る決意です。  

 

令和６年度の予算編成においては、これま

での取組成果を踏まえ、人口減少に対応する

自 治 体 の あ り 方 や こ れ か ら の 農 業 の あ り 方

など、構造的な課題に対して果敢に踏み込み、

新しい町の未来に向かって、道筋を示してい

きたいと考えています。  
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令和６年度予算につきましては  

 

 一般会計  

  ５６億７，３００万円  

   対前年度  ９．５％  の増  

 

 特別会計  四会計の合計  

  ３１億３，６００万円   

   対前年度  ０．４％  の減  

 

 下水道事業会計  

  ７億９４２万９，０００円  

   対前年度  ３．７％  の増  

 

 予算総額は  

９５億１，８４２万９，０００円  

   対前年度  ２．８％  の減です。  

 

以下、第６次総合計画に掲げる基本計画の

体系に基づき、令和６年度予算編成の概要を

申し上げます。  
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（１）人材育成・サイクル  

教育・人材育成を通じた取組は、地域社会

の創り手を育む未来への投資です。  

予測困難な時代において、新しい道を切り

拓
ひら

いていくためには、先人が残した教訓に時

代の要請を取り入れ、地域から行動変容を促

していくことが重要であると考えています。 

本町では、教育政策の基本方針の一つにシ

ビックプライドの醸成を掲げ、持続可能な社

会 の 創 り 手 を 育 む 人 材 育 成 に 向 け て 取 り 組

んでいます。  

私たち大人も主体的に学び、行動すること

で、子どもたちの豊かな学びを町全体で育ん

でいくことが大切です。  

未来に飛躍する人材育成に向けて、地域に

広がる教育力を基盤に、地域と共にある学校

づくりを推進します。  

 

児 童 生 徒 の 学 力 向 上 に つ い て は 、 全 国 学

力・学習状況調査などを踏まえ、ＰＤＣＡサ

イクルに基づいた取組を充実させ、確かな学
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力の育成に取り組みます。  

また、グローバル時代において、多文化共

生教育の推進が求められています。  

主体的なコミュニケーション能力、語学力

を育むため、引き続き英語技能検定（ＧＴＥ

Ｃ）を実施し、児童生徒の学習意欲の向上に

つなげるとともに、ＡＬＴや英語の専門性を

有する人材等と連携し、英語教育の推進を図

ります。  

 

生 徒 の キ ャ リ ア 発 達 の 促 進 に 向 け て は 、

「地域事業所インターンシップ」の実践を通

じて、生徒たちが地域での暮らし方や働き方

を考える機会を創出し、社会的な自立に向け

た資質・能力の向上に取り組みます。  

 

次に、安心して学ぶことができる学校づく

りに向けて、スクールソーシャルワーカーや

スクールカウンセラー等を配置し、児童生徒

等が抱える課題の早期発見・対応につなげま

す。  
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次に、高校連携について、高校は地域創生

の 核 と し て の 機 能 も 有 し て い る と 捉 え て い

ます。  

府立豊中高校能勢分校では、生徒たちが地

域の現場に飛び出して、課題探究学習や通学

対 策 の 研 究 プ ロ ジ ェ ク ト な ど を 進 め ら れ て

おり、引き続き連携・協力して取り組みます。 

また、府内外を問わず能勢分校への地域留

学を推進し、意欲ある生徒のチャレンジを支

援します。  

 

次に、生涯教育の推進についてです。  

人生１００年時代と言われる中、社会教育

を基盤として、自己の実現や社会的なつなが

り を 育 ん で い く こ と が ま す ま す 重 要 に な っ

ています。  

住民の皆様の多様な学習・文化活動を更に

支援していくために、昨年度策定した「旧庁

舎周辺整備基本計画」に基づく生涯学習施設

の整備に着手します。  

まずは、移転先となる旧久佐々小学校体育



 

 12 

館施設の劣化状況等について診断を行い、新

しい生涯学習施設の検討を進めます。  

また、庁舎の跡地については、憩いの広場

としての利用を図るため、既存施設の解体工

事を実施します。  

これら庁舎周辺施設の整備に当たっては、

住民の皆様が交流し、集い、学ぶ「結びの場」

として位置づけ、町の新しい魅力を創造しま

す。  

 

次に、文化振興については、浄瑠璃をはじ

め と す る 様 々 な 文 化 芸 術 の 鑑 賞 機 会 を 提 供

します。  

また、地域文化を創造する人材育成に向け

て「こども浄瑠璃」の育成や能勢ささゆり学

園等の教育分野との連携を推進します。  

 

次に、集落対策についてです。  

人 口 減 少 に よ り 地 域 の 担 い 手 不 足 が 顕 在

化する中、集落運営の維持・活性化に取り組

みます。  
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特に、農業・農村資源の保全・活用につい

ては、喫緊の課題であると捉えており、集落

の現状把握や話し合いを促進し、対策につな

げます。  
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（２）健康で幸せな暮らし（ ウ ェ ル ビ ー イ ン グ ） 

昨年、政府において「こども大綱」が策定

され、全てのこども・若者が身体的・精神的・

社 会 的 に 幸 福 な 生 活 を 送 る こ と が で き る 社

会の実現に向けて方針が示されました。  

子 ど も た ち の 置 か れ て い る 家 庭 環 境 は

様々です。  

引き続き、子どもの未来応援センターにお

いて、家庭教育支援や子どもの健康・発達・

発育などの相談体制を確保し、全ての子ども

の健やかな成長を支援します。  

 

次に、のせ保育所については、施設の老朽

化が進む中で、機能面においてより良い保育

環境に対応することが難しくなっています。 

 より良質な保育サービスの提供に向けて、

岐尼小学校跡地を有効活用し、新しい保育施

設の整備を行うことで、子育て環境の充実を

図ります。  

の せ 保 育 所 の 移 転 に 向 け た 基 本 計 画 の 策

定に取り組み、施設整備のあり方について具
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体的な方針をお示しします。  

あわせて、次期子ども・子育て支援事業計

画を策定し、子ども・子育て支援の強化に向

け た 総 合 的 な 施 策 を 体 系 的 に 取 り ま と め ま

す。  

 

次に、安心して出産・子育てができる環境

づくりに向けては、保健師が身近な相談役と

な り 多 様 な ニ ー ズ に 合 っ た 支 援 に つ な げ る

「伴走型相談支援」や「産後ケア事業」の推

進を通じて、産前・産後の施策の充実に努め

ます。  

 

また、全ての新生児が「新生児聴覚検査」

を 受 け る こ と が で き る よ う 検 査 費 用 の 一 部

を助成し、難聴の早期発見及び早期の支援に

つなげます。  

 

子どもの成長、発達の節目での確認となる

乳幼児健康診査については、法定健診に加え、

引 き 続 き １ か 月 児 及 び ５ 歳 児 へ の 健 康 診 査
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等を実施し、出生後から就学前までの切れ目

のない支援体制を確保します。  

 

次に、健康は一人ひとりが幸せな暮らしを

実現するための基盤です。  

健康寿命の延伸を目指す上では、生活機能

の維持・向上に向けた習慣的な取組が重要で

す。  

「能勢町健康長寿事業 (のせけん )」では、

１，０００人を超える方々にご参加いただき、

血圧測定を継続して実施されています。  

加えて、「いきいき百歳体操」においても、

町内の各地区で取組が続いています。  

こうした背景には、大阪大学によるデータ

分析や各種支援はもとより、住民相互のつな

が り や 地 域 の 高 い 自 治 力 に 支 え ら れ る と こ

ろが大きいと認識しています。  

引き続き、体力測定会の実施や専門職によ

る健康づくりのサポートを通じて、住民の皆

様や地域の活動を支援し、健康意識の高い町

の実現を目指します。  
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あわせて、高齢者の保健事業と介護予防の

一体的な実施の充実を図るため、新たに歯科

衛生士を配置し、口腔
くう

機能の維持・向上に向

けた地域の取組を推進します。  

 

また、胃がん検診については、新たに内視

鏡検査を追加し、がんの早期発見、死亡率の

減少を目指します。  

各ライフステージに応じて、予防を重視し

た健康づくりに取り組むことで、一人ひとり

の生活の質（ＱＯＬ）の向上に取り組みます。 

 

来年には、団塊世代の方が７５歳以上にな

り、認知症の人は高齢者の５人に１人に上る

と言われています。  

本町では、２０３０年頃まで７５歳以上の

高齢者人口が増加を続ける見込みです。  

地域包括ケアシステムの推進に向けて、認

知 症 サ ポ ー タ ー の 養 成 や 医 療 介 護 連 携 の 強

化等を通じて、地域で暮らし続けることがで

きる体制づくりを進めます。  
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また、社会福祉協議会の窓口を保健福祉セ

ンターに併設することで、医療・福祉・介護

などの関係機関との機能連携を一層強化し、

地域福祉の向上に向けて取組を推進します。 

 

次に、ふれあいプラザの運営について、退

院 後 の 在 宅 生 活 へ の 移 行 な ど 医 療 ニ ー ズ を

有 す る 高 齢 者 の 地 域 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す

るため、新たに看護小規模多機能型居宅介護

サービスの提供を開始します。  

 

障がい福祉については、障がいのある方や

障がいのある子どもが、自らの意思により安

心 し て 日 常 生 活 や 社 会 生 活 を 営 む こ と が で

きる町の実現を目指して、多職種・多機関に

よる連携を強化し、第７期能勢町障がい福祉

計画・第３期能勢町障がい児福祉計画に基づ

く取組を推進します。   
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（３）地域経済の活性化  

美しい農山村のたたずまいは、人々の日々

の 営 み に よ っ て 初 め て 生 み 出 さ れ る も の で

す。  

農業後継者不足を背景に、農空間の荒廃が

懸念される中で、時代の要請や地域住民の意

向 を 反 映 し た 新 し い 土 地 利 用 を 実 現 し な け

ればなりません。  

これは町の未来に向かって、必ず成し遂げ

な け れ ば な ら な い 課 題 で あ る と 捉 え て い ま

す。  

特に、市街化区域に隣接した幹線道路周辺

等の既存農地については、計画的に転用する

こ と で 産 業 用 地 と し て 集 約 化 を 図 っ て い き

たいと考えています。  

都市計画マスタープランの改定により、将

来 を 見 据 え た 土 地 利 用 の 方 針 を 示 す と と も

に、地域の皆様と意見交換を重ね、その具体

化に向けて引き続き取り組みます。  

関 係 各 位 の 皆 様 の ご 理 解 と ご 協 力 を よ ろ

しくお願い申し上げます。  
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次に、地域農業の振興についてです。  

持続的に食料を生産することは、ＳＤＧｓ

のゴールを目指す取組でもあり、里山未来都

市を形成する重要な柱です。  

人口構造が大きく変化する中で、農空間の

保全や担い手の育成・支援などを一元的に担

う 機 能 や 組 織 の 存 在 が 重 要 に な っ て い る と

認識しています。  

現在、地域農業の中核的な機能を果たす新

しい農業組織の設立を念頭に、農地の保全と

持 続 で き る 農 業 に 向 け た 調 査 研 究 を 行 っ て

います。  

調査研究の成果を基に、必要な施策を見出

してまいります。  

 

また、農地を保全し、集落機能の維持・向

上を図るためには、多様な人材の活用が不可

欠であり、引き続き、新規就農者や農業系企

業などの参入を支援します。  

さらに、こうした農業者に加えて、農業を

副業的に営む経営体や農業・農村に関わる人
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口 を 増 加 さ せ て い く こ と が 重 要 で あ る と 認

識しており、農的な関係人口の創出、都市と

の交流づくりに向けて取組を推進します。  

 

有害鳥獣対策については、有害鳥獣の捕獲

頭数が年々増加する中、捕獲者の負担軽減を

図るため、捕獲後の処分を町で行えるよう施

策を構築します。  

 

次に、能勢町観光物産センターについては、

令和７年に開業から２５年を迎えます。  

この間、道路利用者へのサービス提供にと

どまらず、地域農業の振興や観光・交流の中

核施設として、地域の活性化をけん引してき

ました。  

しかし、農家数の減少や農業生産者の高齢

化、観光ニーズの多様化など道の駅を取り巻

く環境が大きく変化しています。  

次の１０年、２０年を展望し、道の駅を新

し い ス テ ー ジ へ と 深 化 さ せ て い く た め に 、

「新・道の駅構想 (仮称 )」の策定に取り組み
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ます。  

当面の対応として、レストランスペースや

屋 外 エ ン ト ラ ン ス の リ ニ ュ ー ア ル に 取 り 組

み、生産者と消費者を結ぶ拠点として、地域

の魅力を高め交流人口の拡大につなげます。 

 

 次に、大阪・関西万博については、北摂７

市３町の自治体連携により、地域の魅力発信

に 向 け た プ ロ モ ー シ ョ ン の 推 進 や 万 博 の 機

運醸成に取り組みます。  

また、大阪府が実施する万博への子ども無

料招待に加えて、本町独自で４歳児から高校

生 ま で を 対 象 に ２ 回 目 の 入 場 料 を 無 償 化 し

ます。  

  

次に、ふるさと納税については、新たな財

源確保に向けた重要な制度であり、本町では

制度創設以来、堅調に推移しています。  

引き続き、積極的な事業推進を図り、地域

の経済振興や関係・交流人口の拡大につなげ

ます。  
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（４）脱炭素化・強靭化 (レジリエンス )  

 昨 年 は 世 界 各 地 で 記 録 的 な 猛 暑 と な り ま

した。  

世界気象機関 (ＷＭＯ )の発表では、２０２

３ 年 の 世 界 の 平 均 気 温 は 産 業 革 命 前 の 平 均

より約１．４度高くなったとされています。 

 気候変動対策は、まさに地球的命題です。 

人類が消滅しても地球は残りますが、地球

が消滅すれば人類は消滅します。  

こ の ま ま の ペ ー ス で 温 室 効 果 ガ ス の 排 出

が進むと、人類と地球に対して後戻りできな

い ほ ど の 深 刻 な 影 響 を 与 え る こ と が 懸 念 さ

れます。  

 

本町では、脱炭素化の取組を持続可能な地

域を創る変革の好機として捉え、エネルギー、

経済、人材が循環するまちづくりの実現に向

けて挑戦を進めています。  

脱炭素社会の実現に向けて、地球温暖化対

策実行計画に基づき、庁舎のエネルギーマネ

ジメントや公用車ＥＶ化の促進など、引き続
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き取組を推進します。  

また、地域と共生する再生可能エネルギー

の導入を推進するため、「能勢町再生可能エ

ネ ル ギ ー 発 電 事 業 と 地 域 と の 共 生 に 関 す る

条例」を本年４月から施行します。  

今を生きる私たちの責任として、気候変動

への対策を推し進め、脱炭素社会と地域創生

の同時達成に向けて、引き続き全力を注ぎま

す。  

 

次に、森林資源の循環利用については、町

有林において、人工林の適切な伐採や広葉樹

への林種転換を進めます。  

針広混交林へ誘導することで、森林の公益

的機能の回復に取り組み、その効果を検証し

私有林への展開を目指します。  

 

また、ネイチャーポジティブ 1の実現や自

然体験を通じた人材育成に向けて、自治体連

携や公民連携を推進し、多様な主体・世代の

 
1  「 ネ イ チ ャ ー ポ ジ テ ィ ブ （ 自 然 再 興 ）」 と は 、 生 物 多 様 性 の 損 失 を 止 め 、

回 復 軌 道 に 乗 せ る こ と を 意 味 し ま す 。  
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参画、協働により持続可能な森林の管理に取

り組みます。  

 

次に、防災・減災対策についてです。  

私 た ち の 国 は 自 然 的 条 件 に よ り 世 界 の 中

でも自然災害が発生しやすい国土です。  

加えて、気候変動による自然災害の頻発化

や切迫する東南海地震など、大規模災害のリ

ス ク は 常 に 身 近 な と こ ろ に あ る こ と を 改 め

て認識する必要があります。  

 

本町では、住民の皆様の安全・安心を守り、

地域コミュニティの機能強化を図るために、

旧 小 学 校 及 び そ の 周 辺 敷 地 を 活 用 し て 地 域

防災の拠点づくりを進めてきました。  

新たに旧田尻小学校において「  (仮称 )地

域防災コミュニティセンター」の整備を進め

るため、既存施設の解体に向けて調査設計を

行います。  

 

また、高齢者や障がいのある方などの福祉
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避難所となる保健福祉センターについては、

施設の大規模改修に向けた実施設計を行い、

災害対応や地域福祉の向上のため、施設の長

寿命化を図ります。  

 

次に、移動手段の確保については、地域の

活力を支えるまちづくりの重要な課題です。 

この間、持続可能な交通ネットワークの構

築 を 目 指 し て 取 組 を 進 め て き た と こ ろ で あ

り、乗合タクシーについては、本年４月の本

格 運 行 に あ わ せ て 運 行 エ リ ア を 東 地 域 に も

拡大します。  

これにより、買い物や通院など住民の皆様

の日常の移動手段を確保し、町内の交通空白

地の解消を図ります。  

 

また、従来の妙見口能勢線については、民

間 バ ス 路 線 の 廃 止 を 受 け ワ ン ボ ッ ク ス 車 両

による代替交通を導入します。  

町内と鉄道駅を結ぶアクセスを確保し、通

勤や通学などのニーズに対応します。  
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住 民 の 皆 様 に は 積 極 的 に ご 利 用 し て い た

だき、地域の交通を共に育み、共に守ってい

ただきたいと考えています。  

ご 理 解 と ご 協 力 を よ ろ し く お 願 い 申 し 上

げます。  

 

次に、道路・橋梁の維持管理については、

不良箇所の維持修繕を行うとともに、部分改

良及び舗装工事等を実施します。  

また、町道東郷南北線等において道路照明

灯 の 更 新 を 行 う な ど 安 全 な 道 路 環 境 の 実 現

に向けて取り組みます。  

 

水道事業については、本年４月から大阪広

域 水 道 企 業 団 に よ り 運 営 さ れ る こ と と な り

ます。  

事 業 の 効 率 化 や 運 営 基 盤 の 更 な る 強 化 が

図られ、良質な水道水の安定供給がなされて

いくものと考えています。  

 

汚水処理については、し尿処理施設の処理



 

 28 

方 式 を 下 水 道 放 流 方 式 に 改 造 す る こ と に よ

り、生活排水処理の合理化と維持管理費用の

抑制に努めます。  
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（５）自 治 体 経 営 に お け る 資 源 配 分 の 効 率 化 

人口構造等が確実に変化する中で、将来に

わ た っ て 担 う べ き 機 能 が 発 揮 さ れ る 持 続 可

能な行政への転換が求められています。  

第３３次地方制度調査会では、新型コロナ

ウイルス感染症で顕在化した課題、人口構造

の 深 刻 な 変 化 や 技 術 の 進 展 な ど に 適 応 し て

いくための地方行政のあり方として、「デジ

タル・トランスフォーメーションの進展を踏

まえた対応」がその一つに示されました。  

自治体ＤＸ 2の推進については、行政手続

き の オ ン ラ イ ン 申 請 メ ニ ュ ー の 拡 充 や Ｌ Ｉ

Ｎ Ｅ ア プ リ を 活 用 し た 情 報 提 供 の 充 実 な ど

の取組を進めてきました。  

業務改革の更なる推進に向けて、人材育成

や調査研究を推進し、住民サービスの向上に

つなげます。  

こうした取組に加えて、自治体業務の効率

化に向けて、新たにＡＩ議事録作成システム

を導入し、職員の業務負担の軽減と生産性の

 
2  D X (デ ジ タ ル ・ ト ラ ン ス フ ォ ー メ ー シ ョ ン )。 I C T の 浸 透 が 人 々 の 生 活 を

あ ら ゆ る 面 で よ り 良 い 方 向 に 変 化 さ せ る こ と を 言 い ま す 。  
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向上を図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 31 

３．むすびに  

国立社会保障・人口問題研究所が公表した

地域別人口推計 3によると、２０５０年には

東 京 都 以 外 の 全 て の 道 府 県 で 今 よ り も 人 口

が減少すると予測されています。  

本町では２０５０年の人口は、現在から６

割近く減少し、４，０００人を下回る見込み

となっています。  

 

人 口 減 少 時 代 の 中 に あ っ て も 住 民 の 暮 ら

しを守り、地域社会の活力を持続的に支えて

いくために、未来に備えての自治体としての

危 機 管 理 レ ベ ル を 上 げ て い く 必 要 が あ り ま

す。  

 

いかなる時代、いかなる状況にあっても、

住民の安全・安心を支え、満足度の高い住民

サ ー ビ ス を 提 供 し 続 け る こ と が 行 政 の 使 命

です。  

そして、里山の暮らしとかけがえのない地

 
3  日 本 の 地 域 別 将 来 人 口 推 計 （ 令 和 ５ （ ２ ０ ２ ３ ） 年 推 計 ）  
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域資源の恩恵を次代へ引き継ぐことが、将来

世代に対する私たちの責任です。  

 

人口密度が低下しても、人と地域社会のウ

ェルビーイングを向上させる。  

この命題に対して、人口減少時代に適応し

た 自 治 体 の あ る べ き 姿 を 根 本 的 に 捉 え 直 し

ていかなければなりません。  

 

こうした中で、今後の行政需要や経営資源

に関する長期的な見通しを整理するため に、

大阪府と共に「地域の未来予測」の作成に取

り組んできました。  

 

将 来 的 な 課 題 が 山 積 す る 中 で は あ り ま す

が、グローバリゼーションが進展し、様々な

垣 根 が 取 り 払 わ れ て い る 社 会 経 済 情 勢 に お

いては、市町村の境界内だけで最適な行政サ

ービスを提供することには限界があり、住民

の生活圏域を俯瞰して、需要側の立場からき

め細やかな行政サービスを広域的・複層的に
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考 え て い く こ と が 不 可 欠 で あ る と 認 識 し て

います。  

市町村間の垣根のない生活・経済圏域を形

成することで、行政のサービス水準を維持・

向上させなければなりません。  

 

こうした視点に立ち、新しい自治体のあり

方を具体化していくために、広域連携の深化

に向けて、大阪府や近隣市町との協議を進め

ていきます。  

自治体行政のアップデートを図り、行政水

準の維持・向上を目指します。  

 

結びに、未来を生きる子や孫たちは、私た

ちの背中を見て成長します。  

いかに科学が発達し、多くの事象が数値化

されようとも、哀
かな

しみや孤独、喜びや幸せを

数値化することはできません。  

しかし、数値化できなくても「幸せ」は確

実にあるのです。  

そして、私たちは幸せになるために生きて
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います。  

今こそ、私たちは与えられたフィールドに

おいてトライアンドエラーを実践し、私たち

の日常に笑顔が輝く、活力ある町を創らなけ

ればなりません。  

 

町政の舵取り役としての重責を胸に刻み、

住 民 の 皆 様 に 寄 り 添 っ た 行 政 運 営 を 誠 実 に

成し遂げてまいります。  

そして、次の世代へと誇りを持ってバトン

を託していくために、町政の発展に全力を尽

くすことをお約束します。  

ど う か 皆 様 の ご 理 解 と ご 協 力 を よ ろ し く

お願い申し上げます。  

 

以上、今議会に提案いたします予算の内容

を中心に、今後重点的に取り組む施策の基本

的な方針について申し述べました。  

本 議 会 に 提 案 い た し て お り ま す 令 和 ６ 年

度予算をはじめ、関係諸議案に対しまして議

員各位の慎重なご審議を賜り、各般の施策が
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実現できますことを念願いたしまして、町政

運営方針といたします。  

 


